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入 札 説 明 書 

平成２９年札幌市告示第４００８号に基づく入札等については、札幌市契約規則、札

幌市物品・役務契約等事務取扱要領その他関係法令に定めるもののほか、この入札説明

書によるものとする。 

１ 告示日  平成２９年１０月１０日 

２ 契約担当部局  

〒060-0012 札幌市中央区北１２条西２０丁目２－１ 中央卸売市場 水産棟４階 

札幌市経済観光局中央卸売市場管理課（電話 011-611-3111、FAX011-611-3138） 

３ 入札に付する事項  

（１）役務の名称 水産棟オゾン水生成装置保守点検 

（２）調達案件の仕様等 仕様書による。 

   入札説明書・仕様書・図面等の交付場所は上記２契約担当部とする。 

（３）履行期間 契約書に示す契約締結日より平成２９年１２月２５日（月）まで 

（４）履行場所 札幌市中央卸売市場水産棟（札幌市中央区北１２条西２０丁目 2‐1） 

（５）入札書の記載方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額 

の８％に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、そ 

の端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額とするので、入札者は消 

費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積 

もった契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

４ 入札参加資格  

（１）地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

（２）平成２７～２９年度札幌市競争入札参加資格者名簿（物品・役務）において、業

種分類が「一般サービス」「建物設備等保守管理業」に登録されている市内業者で、

過去５年間にオゾン水設備の修繕又は、保守業務の受注実績があること。（元請け及

び下請けを含む。） 

（３）札幌市競争入札参加停止等措置要領の規定に基づく参加停止の措置を受けている

期間中でないこと。 

（４）会社更生法による更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法による

再生手続開始の申立てがなされている者(手続開始の決定後の者は除く。)等、経営

状態が著しく不健全な者でないこと。 
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（５）事業協同組合等の組合がこの入札に参加する場合は、当該組合等の構成員が構成

員単独での参加を希望していないこと。 

５ 入札書の提出場所等  

（１）入札書の提出場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 上記２に同じ。また、

契約条項は札幌市中央卸売市場ホームページにおいてもダウンロードすることがで

きる。 

（掲載先 URL：http://www.sapporo-market.gr.jp/blog/?p=33731） 

（２）入札書提出日時及び場所 

平成２９年１０月２３日（月）１１時３０分 

札幌市中央区北１２条西２０丁目２－１ 中央卸売市場 水産棟４階会議室 

（３）入札書の提出方法 

 入札書は別紙１の様式にて作成し、上記（２）の指定日時及び場所において、

直接入札箱へ投函（紙入札方式）すること（送付及び電送による提出は認めない。）。 

（４）本件の仕様等に対する質問 

ア 質問の提出方法 

別紙３の質問票を持参、送付又はファクシミリにより提出すること。 

イ 質問の提出先及び提出期限 

上記２の契約担当部局へ、上記１の告示日から平成２９年１０月１７日（火）  

１５時００分までに提出すること。 

ウ 質問に対する回答 

質問者に対しては、平成２９年１０月１９日（木）までにファクシミリにより

回答する。なお、質問に対する回答書は、札幌市中央卸売市場ホームページ（５

（１）に掲げる URL）において閲覧することができる。 

（５）入札の無効 

本告示に示した入札参加資格のない者のした入札、入札に関する条件に違反した

者のした入札その他札幌市契約規則第１１条各号の一に該当する入札は無効とする。 

（６）入札の延期等 

次のいずれかに該当したときは、当該入札を延期し、中止し、又はこれを取り消

すことがある。 

ア 入札者が相連合し、又は不穏の挙動をする等の場合であって、競争入札を公正

に執行することができない状態にあると認められるとき 

イ 天災その他やむを得ない事情が発生した場合であって、競争入札を公正に執行

することができない状態にあると認められるとき 

ウ 調達を取りやめ、又は調達内容の不備があったとき 
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（７） 代理人による入札 

ア 代理人が入札する場合には、入札書に入札参加資格者の氏名、名称又は商号、

代理人であることの表示、及び当該代理人の氏名を記入して押印（外国人の署名

を含む。）をしておくとともに、入札時に委任状（別紙２）を提出しなければな

らない。 

イ 入札者又はその代理人は、本調達に係る入札について他の入札者の代理人を兼

ねることができない。 

（８）開札 

ア 開札は、入札後直ちに上記５（２）の場所において、入札者又はその代理人を

立ち会わせて行う。 

イ 入札者又はその代理人は、入札時刻後においては、入札場に入場することはで

きない。 

ウ 入札者又はその代理人は、入札場に入場しようとするときは、入札関係職員の

求めに応じ入札参加資格を証明する書類、身分証明書又は入札権限に関する委任

状を提示しなければならない。 

エ 入札者又はその代理人は、入札執行職員又はその補助者が特にやむを得ない事

情があると認めた場合のほか、開札場を退場することができない。 

オ 開札をした場合において、入札者又はその代理人の入札のうち、予定価格の制

限に達した価格の入札がないときは、再度の入札を行う。なお、再度入札の回数

は、原則として２回を限度とする。 

６ その他 

（１）入札保証金  免除 

（２）契約保証金  要 

契約を締結しようとする者は、契約金額の１００分の１０に相当する額以上の契

約保証金又はこれに代わる担保を、落札決定後、契約保証金の納付に係る通知（納

入通知書到達）の日の翌日から起算して５日後（５日後が土曜日、日曜日及び休日

の場合はよく開庁日）までに、納付し、又は提供しなければならない。 

なお、指定期日までに納付又は提供がなかった場合には、落札決定を取り消すと

ともに、札幌市競争入札参加停止等措置要領の規定に基づく参加停止の措置を行う。 

ただし、札幌市契約規則第２５条各号の一に該当するときは、契約保証金の納付

を免除することがある。 

（３）入札者に要求される事項 

ア この一般競争に参加を希望する者は、上記４（２）に掲げる入札参加資格を有

することを証明する書類を平成２９年１０月１７日（火）１５時００分までに提
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出しなければならない。また、入札者は、開札日の前日までの間において、当該

書類に関し説明を求められた場合は、それに応じなければならない。 

イ 入札参加者は、本入札説明書、仕様書、契約書案等について、疑義がある場合

は、関係職員に説明を求めることはできるが、入札後は、これらの不明を理由と

して異議を申し出ることはできない。 

（４）落札者の決定方法 

ア 札幌市契約規則第７条の規定に基づき作成された予定価格の制限の範囲内で

最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

イ 落札者となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに、当該入

札者にくじを引かせて落札者を決定するものとする。この場合において、当該入

札者又はその代理人がくじを直接引くことができないときは、これに代えて、当

該入札事務に関係のない職員がくじを引くものとする。 

（５）落札の取消し 

落札者が次の各号の一に該当するときは、当該落札を取り消すものとする。 

ア 契約の締結を辞退したとき又は市長の指定した期日内に契約を締結しないと

き。 

イ 契約保証金の納付義務のある者が、指定する期日までに、契約保証金を納付し

なかったとき。 

ウ 入札に際し不正な行為をしたと認められるとき。 

エ その他入札に際し入札参加の条件に欠けていたとき。 

（６）契約書の作成 

ア 一般競争入札を執行し、契約の相手方を決定したときは、遅滞なく契約書を取

り交わすものとする。 

イ 契約書を作成する場合において、契約の相手方が遠隔地にあるときは、まず、

その者が契約書の案に記名押印し、更に市長が当該契約書の案の送付を受けてこ

れに記名押印するものとする。 

ウ 上記イの場合において市長が記名押印したときは、当該契約書の１通を契約の

相手方に送付するものとする。 

エ 市長が契約の相手方とともに契約書に記名押印しなければ、本契約は確定しな

いものとする。 

（７）契約条項  別紙４のとおり  

（８） 入札参加資格が認められない場合の説明 

上記６（３）アに基づき入札参加資格を有することを証明する書類を提出した

後、審査の結果、参加資格がないと認められた場合には、その事実を知り、又は
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合理的に知り得たときから１０日以内（札幌市の休日を定める条例に定める休日

を除く。）に、その事由についての説明を書面（様式は自由）により求めること

ができる。 
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入 札 書

入 札 金 額 金           円

調 達 件 名 水産棟オゾン水生成装置保守点検

仕様書その他の書類、現場等を熟覧のうえ、札幌市契約規則、札幌市競争入

札参加者心得及びその他関係規定等を遵守し、上記の金額で入札します。 

なお、札幌市議会の議決に付すべき契約に関する条例及び札幌市財産条例の

適用を受ける場合においては、同議会の同意を得た後に契約を締結することを

承知いたします。

  平成２９年１０月２３日

 （あて先）札 幌 市 長

住    所

入 札 者  商号又は名称

職 ・ 氏 名             印

入札代理人  氏    名             印

備考 １  代理人が入札する場合の訂正は、代理人の印鑑で行うこと（ただ

し、金額の訂正はできない。）。

２ 代理人が入札するときは、入札者の押印を要しない。

別紙１
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委 任 状

 平成  年  月  日

（あて先）

  札幌市長

住    所

          委任者 商号又は名称

              職 ・ 氏 名          印

調達件名   水産棟オゾン水生成装置保守点検

 私は、下記の者を代理人として定め、上記入札に関する一切の権限を委任

します。

記 

受任者 氏  名         印

備考１ 見積の場合は、「入札」とあるのを「見積」と読み替える。

  ２ 代理人（受任者）の印は、入札（見積）書に使用する印と同一の印を押印すと。

  ３ 委任状の訂正は、委任者の印鑑で行うこと。

別紙２
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（質 問 票）

平成  年  月  日 

札幌市経済観光局中央卸売市場管理課 あて

                 会 社 名

                 電話番号

                 ＦＡＸ番号

担当者（所属（職）       氏 名        ）

質 問

開札予定日時 平成２９年１０月２３日（月）１１時３０分

件 名  水産棟オゾン水生成装置保守点検

質

問

内

容

注） 欄が足りない場合は別紙としてください。

回 答

回 

答 

内 

容 

【提出先】経済観光局中央卸売市場管理課事務係   FAX 番号 011-611-3138

TEL 番号 011-611-3111

提出期限⇒平成２９年１０月１７日（火）１５時００分まで 

別紙３
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注）印紙については、契約の種別ごとに課税対象であるか否かを確認すること。

契 約 書

   役務の名称  水産棟オゾン水生成装置保守点検

上記の役務について、札幌市（以下「委託者」という。）と、

                    （以下「受託者」という。）

は、次のとおり契約を締結する。 

１ 契約金額    金                      円 

        （うち消費税及び地方消費税の額          円）

２ 履行期間    平成２９年  月  日から 

          平成２９年１２月２５日まで 

３ 契約保証金   免除する。 

４ その他の事項  別紙条項のとおり 

 この契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ各自１通を 

保有する。 

  平成２９年  月  日 

             委託者  札幌市中央区北１条西２丁目 

                  札 幌 市 

代表者 市長 秋 元 克 広 

             受託者  住所 

                  氏名 

印 

紙

（案） 別紙４
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（総則） 

第１条 委託者及び受託者は、この約款（契約書を含む。以下同じ。）に基づき、

仕様書（設計図、見本等を含む。以下同じ。）に従い、この契約（この約款及び

仕様書を内容とする役務契約をいう。以下同じ。）の履行にあたって適用される

法令を遵守し、これを履行しなければならない。 

（秘密の保持） 

第２条 受託者は、役務の遂行上知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。 

（契約保証金） 

第３条 受託者は、この契約の締結と同時に契約保証金を納付しなければならな

い。ただし、委託者が、札幌市契約規則（平成４年規則第９号）第２５条の規

定に基づき契約保証金の納付を免除した場合は、この限りでない。 

２ 前項の契約保証金の額は、契約金額の１００分の１０以上としなければなら

ない。 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第４条 受託者は、この契約によって生ずる権利若しくは義務を第三者に譲渡し、

又は承継させてはならない。ただし、あらかじめ委託者の書面による承諾を得

た場合はこの限りでない。 

（再委託等の禁止） 

第５条 受託者は、役務の全部若しくは一部を第三者に委託し、又は請け負わせ

てはならない。ただし、役務の性質上特に委託者がやむを得ないと認めた場合

は、この限りでない。 

（監督等） 

第６条 委託者は、適正な役務の遂行を図るため、受託者に対して常に状況に応

じた監督を行い、契約の履行を確保するものとする。 

２ 受託者は、前項の規定による委託者の監督を受け、委託者から役務改善命令

等がなされた場合には、その補正等の措置をしなければならない。 

（委託者に対する損害賠償） 

第７条 受託者は、役務の遂行上において、受託者の責に帰すべき事由により委

託者に損害を与えた場合には、委託者の定めるところにより、その一切の損害

を賠償しなければならない。 

（第三者に対する損害賠償） 

第８条 受託者は、役務の遂行上において、受託者の責に帰すべき事由により第

三者に損害を与えた場合には、その一切の損害を賠償しなければならない。 
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（検査等） 

第９条 受託者は、役務を完了したときは、その旨を書面をもって委託者に通知

しなければならない。 

２ 委託者は、前項の規定による通知を受けたときは、その日から起算して１０

日以内（以下「検査期間」という。）に受託者の立会のもとに役務内容の検査（以

下「完了検査」という。）を行い、その結果を受託者に通知するものとする。 

３ 受託者は、完了検査に合格しないときは、委託者の指示する期間内にこれを

補正しなければならない。この場合の補正の完了の通知及び検査については、

前項の規定を準用する。 

（契約金額の支払） 

第１０条 受託者は、完了検査に合格したときは、契約金額の支払を請求するこ

とができる。 

２ 委託者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から３０

日以内に前項の契約金額を支払わなければならない。 

３ 委託者がその責に帰すべき事由により検査期間内に完了検査をしないときは、

その期限を経過した日から完了検査の結果を通知した日までの期間の日数は、

前項の期間（以下「約定期間」という。）の日数から差し引くものとする。この

場合において、その差し引く日数が約定期間の日数を超えるときは、約定期間

は、その超えた日において満了したものとみなす。 

４ 委託者は、契約の履行に際して、役務の一部を履行しないものがある場合に

は、第１項の契約金額から役務の一部を履行しない割合に相当する金額を減額

することができる。 

５ 委託者は、受託者が委託者に損害を与えたときには、委託者と受託者とが協

議成立までの間、第１項の契約金額の支払を保留することができる。 

（履行遅延の場合における違約金等） 

第１１条 受託者の責に帰すべき事由により履行期間内に役務を完了することが

できない場合においては、委託者は、違約金の支払を受託者に請求することが

できる。 

２ 前項の違約金の額は、契約金額につき、履行期間の翌日から完了検査（第９

条第３項で準用する場合を含む。）に合格した日までの日数に応じ、契約締結の

日において適用される政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法

律第２５６号）第８条第１項の規定に基づき政府契約の支払遅延に対する遅延

利息の率を定める件（昭和２４年１２月大蔵省告示第９９１号）において定め

る割合（以下「違約金算定率」という。）で計算した額（１００円未満の端数が
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あるとき、又は１００円未満であるときは、その端数額又はその全額を切り捨

てる。）とする。ただし、遅延日数は、当該完了検査に要した日数を除くものと

する。 

３ 契約により期日を定めて分割履行する場合は、第１項の違約金は、その分割

量に応ずる契約金額を基準とする。ただし、全部の履行がなされなければ契約

の目的が達せられないときは、この限りでない。 

４ 委託者の責に帰すべき事由により、前条第２項の規定による契約金額の支払

が遅れた場合において、受託者は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、違約

金算定率で計算した額の遅延利息の支払を委託者に請求することができる。 

（談合行為に対する措置） 

第１２条 受託者は、この契約に係る入札に関して、次の各号の一に該当したと

きは、契約金額の１０分の２に相当する額を委託者に支払わなければならない。

この契約による役務が完了した後においても、同様とする。 

(1) 公正取引委員会が、受託者に違反行為があったとして私的独占の禁止及び

公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」

という。）第４９条に規定する排除措置命令（排除措置命令がされなかった

場合にあっては、同法第６２条第１項に規定する納付命令）が確定したとき。 

(2) 受託者又は受託者の役員若しくは使用人が刑法（明治４０年法律第４５

号）第９６条の６の規定に該当し、刑が確定（執行猶予の場合を含む。）し

たとき。 

(3) 前２号に規定するもののほか、受託者又は受託者の役員若しくは使用人が

独占禁止法又は刑法第９６条の６の規定に該当する違法な行為をしたこと

が明らかになったとき。 

２ 前項に規定する場合においては、委託者は、契約を解除することができる。 

３ 前２項の規定は、委託者の受託者に対する損害賠償請求を妨げるものではな

い。 

（契約の解除等） 

第１３条 委託者は受託者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を

解除することができる。 

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項及

び第２項の規定により一般競争入札に参加することができなくなったとき。 

(2) 契約期間内に履行の見込みがないと認められるに至ったとき。 

(3) 契約の締結若しくは履行又は入札に関し、不法の行為又は札幌市契約規

則に違反する行為をしたとき。 
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(4) 受託者が次のいずれかに該当するとき。 

イ 役員等（受託者が個人である場合にはその者を、受託者が法人である

場合にはその役員又はその支店若しくは営業所（常時契約を締結する事

務所をいう。）の代表者、受託者が団体である場合は代表者、理事等をい

う。以下この号において同じ。）が札幌市暴力団の排除の推進に関する条

例（平成２５年条例第６号）第２条第２号に規定する暴力団員（以下こ

の号において｢暴力団員｣という。）であると認められるとき。 

ロ 暴力団（札幌市暴力団の排除の推進に関する条例第２条第１号に規定

する暴力団をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団員が経営に実

質的に関与していると認められるとき。 

ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三

者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどし

たと認められるとき。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を

供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若

しくは関与していると認められるとき。 

ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有して

いると認められるとき。 

ヘ 再委託契約、資材の購入契約その他この契約に関連する契約（トにお

いて「関連契約」という。）の相手方がイからホまでのいずれかに該当す

ることを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

ト 受託者が、イからホのいずれかに該当する者を関連契約の相手方とし

ていた場合（ヘに該当する場合を除く。）に、委託者が受託者に対して当

該契約の解除を求めたにもかかわらず、受託者がこれに応じなかったと

き。 

(5) その他契約を継続し難い重大な事由があると認められるとき。 

２ 前項の規定により契約を解除された場合に受託者に損害が生ずることがあっ

ても、受託者は、委託者に対してその損害の賠償を求めることができない。 

（契約が解除された場合等の賠償金） 

第１３条の２ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、委託者は、契約

金額の１００分の１０に相当する金額を賠償金として請求することができる。 

 (1) 前条の規定によりこの契約が解除された場合 

 (2) 受託者がその債務の履行を拒否し、又は、受託者の責めに帰すべき事由に

よって受託者の債務について履行不能となった場合 
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２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場

合とみなす。 

 (1) 受託者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成

１６年法律第７５号）の規定により選任された破産管財人 

  (2) 受託者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法

（平成１４年法律第１５４号）の規定により選任された管財人 

 (3) 受託者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法

（平成１１年法律第２２５号）の規定により選任された再生債務者等 

３ 第１項の場合において、第３条の規定により契約保証金が納付されていると

きは、委託者は、当該契約保証金をもって第１項の賠償金に充当することがで

きる。 

（契約保証金の返還） 

第１４条 委託者は、受託者が履行期間中の全ての役務を完了し、完了検査に合

格したときは、契約保証金を返還しなければならない。 

（裁判管轄） 

第１５条 この契約に関する訴訟は、委託者の所在地を管轄する裁判所に提訴す

る。 

（その他） 

第１６条 受託者は、この約款に定めるもののほか、札幌市契約規則及び労働基

準法（昭和２２年法律第４９号）、最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）、

労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）その他の労働及び社会保険に関す

る法令を遵守するものとする。 

２ 受託者は、委託者から、業務従事者の賃金支給状況、社会保険加入状況その

他労働契約状況が確認できる書類の提出を求められたときは、これに応じなけ

ればならない。 

３ この約款に定めのない事項及びこの契約に疑義が生じたときは、委託者と受

託者とが協議のうえ定めるものとする。 


